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概要版(H27.11) 

受益者負担の適正化指針 

 

行財政改革のひとつとして、負担とサービスの関係見直について検討を行っ

てまいりました。 

中期財政計画では、少子高齢化等に伴う税収減や社会保障費の増などの要因

で、内部努力を続けたとしても、将来に向けて現在の行政サービスレベルが維持

できないという状況にあります。 

受益者負担の見直しは、現在のサービスレベルを継続していくため、市民の皆

さんに負担とサービスの関係についてご協力いただくことでもあり、その見直

しのひとつとして、まず使用料等について考え方を整理し、統一的な指針を作成

して見直しを行うものです。 

今回の適正化は、施設等の利用者と未利用者における税負担の公平性を保つ

ため、利用者に施設利用の対価として相応の使用料を求めるとともに、使用料算

定方法の適正化、類似施設間での適正化を図るものです。 

 

適正化指針の概要と、料金決定の流れ 

 

  

ステップ１：費用（コスト）の把握 

・公の施設に係る費用（コスト）を把握します。 
・把握した費用のうち、受益者負担の対象となる原価を明確化します。 

ステップ２：受益者負担割合の判断 

・施設を「公的関与」と「収益性」の基準で分類し、受益者負担 
 割合を決定します。 

ステップ３：近隣自治体、民間施設との比較、調整 

・必要に応じて、近隣自治体の施設や民間施設と料金を比較し、格差がある 
 場合は調整を実施します。 

料金の決定 
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１．ステップ１ 費用（コスト）の把握 

（１）適正化の対象 

・一般会計及び特別会計、企業会計の使用料・手数料等を対象とします。 

・ただし、法令により基準額などの定めがある使用料や手数料、企業会計、収益事業会計が

所管している料金などは対象外とし、別途検証し見直すこととします。 

 

（２）対象とする使用料、手数料等の主なもの 

① 公民館や体育館などの使用料 

② ホールや会議室などの利用料金 

③ 住民票の写しなどの交付手数料 

④ その他（実費徴収金など） 

 

（３）コスト及び受益者負担の対象とする経費 

施設使用料・利用料金の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ステップ２へ 

○用地費 

○施設整備費 

○施設の受付や管理等に係る職員の人件費 

○施設の点検・警備等に係る委託料 

○施設の光熱水費 

○その他の費用 

コストとして把握

する範囲 

（国県等からの補助

金等は除く） 

負担の対象とする範囲（施

設整備費は一部の施設） 

原則として対象外 
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手数料の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ステップ２ 受益者負担割合の判断 

（１）適正化の対象 

公の施設の利用料等（使用料） 

・サービスの性質による分類と受益者負担割合の設定は、施設のグループごとを基本に、

「公的関与の基準」と「収益性」の有無の視点で分類を行い、フローチャートにのせて

点数化して判断します（図１）。 

・受益者負担割合については、フローチャートの点数を基に、図２のとおりとします。 

※施設整備費以外の費用について、Ⅰ～Ⅴの点数により０～１００％の負担割合を設定し

ます。 

※施設整備費は、利用の有無とは直接連動しない固定的な費用であるという考え方のも

と、税により負担すべき範囲を広く捉え、他の費用とは別に負担割合を設定します。 

  

○従事する職員の人件費 

○紙などの消耗品費 

○電算システム等の保守委託料 

○その他の費用 

コストとして把握する範囲と受益者負担の対

象とする範囲は同じ。 

（国県等からの補助金等はコストから除く） 

ステップ３へ 

※これらの費用の全て、サービスを受ける方に負

担していただきます 
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図１ 公的関与と収益性の判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「市場性」は、類似のサービスが民間で存在するかどうかで分類します。 

・「余地あり」は、市場原理では想定されにくいが、可能性があるかどうかで分類します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 
ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

※公的関与の判断とは、現在市が行っている施策・事務

事業について、①公共性が認められるか、②市が関与す

べきか、③市が実施主体になることが妥当か、という観

点で点検・検証することです。 公的関与の基準 

法的義務 法令で市の実施義務が明確にされているもの

である（消防、小中学校など） 

義務あり 

（5 点）A 

共同消費性 

非排除性 

道路、公園の利用など、受益者を特定すること

が困難である。 

特定できない 

（4 点）B 

費用逓減 

外部性 

治山･治水など多額の投資が必要であり、リス

ク等を民間だけでは全てを負担しきれない。

介護保険やバス事業など民間のサービスだけ

では、市域全体にとって望ましいサービスの

質・量の確保ができないため、これを補完・先

導するものである。 

法令では実施に努めるものとされ、裁量的な

ものである（公民館、スポーツ施設など） 
行政関与 

なし(4 点)C 

余地あり 

（3 点）D 

あり(2 点)E 

市場性 

市場性 

市場性 

なし(2 点)I 余地あり 

（1 点）J 
あり(1 点)K 

なし(3 点)F 

余地あり 

（2 点）G 

あり(1 点)H 

ＹＥＳ 

収益性の基準 

受益者の特定 負担を担う受益者を特定できるか 

費用逓減 災害対応、安全安心の確保、社会的弱者支援

などの施設や、地域管理施設などで、負担を

求める際に配慮が必要かどうか 

できない 

（Ⅴ点）S 

収益性 

収益性 

収益性 

なし(Ⅳ点)T 

余地あり 

（Ⅲ点）U 

あり(Ⅱ点)V 

なし(Ⅲ点)W 余地あり 

（Ⅱ点）X 
あり(Ⅰ点)Y 
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・「収益性」とは、収益により事業が継続できるかどうかということであり、「余地あり」とは他

市には事例があるが当市では対象者が少なく、事業として成り立たない場合や、一部補助があ

れば継続実施可能な場合をいい、「なし」は収益が望めず、民間参入がない場合をいいます。 

図２ 受益者負担割合の考え方 

大 

 

↑ 

 

収

益

性 

 

↓ 

 

小 

Ⅰ 100％   
施設整備費

50％算入 

施設整備費

75％算入 

施設整備費

100％算入 

Ⅱ 75％   
施設整備費

50％算入 

施設整備費

75％算入 

施設整備費

75％算入 

Ⅲ 50％   
施設整備費

25％算入 

施設整備費

50％算入 

施設整備費

50％算入 

Ⅳ 25％      

Ⅴ 0％  
 

   

   ５ ４ ３ ２ １ 

   大  ←      公的関与      →  小 

 

 

３．ステップ３：近隣自治体、民間施設との比較、調整 

・ステップ１、ステップ２で対象コスト、受益者負担割合を決定した後、以下の点を調整し

た上で、料金を決定します。 

 

（１）激変緩和措置 

・従来の使用料等から急激な値上げとなり、市民生活への影響が懸念される場合、激変緩和

措置として、一定の幅の値上げに収めるように使用料等を設定します。 

・値上げは、原則として現行の使用料等の１.５倍を超えない範囲とします。次回以降の見

直しの際も同様の考え方により急激な変化を避けることとし、最終的には適正な負担額

に近づけていくこととします。 

 

（２）近隣自治体や民間との均衡 

・受益者負担額の設定にあたって、民間施設で提供している同種のサービスと比べ著しく安

価である場合、可能な限り市場価格に近づけ、民業を圧迫することがないように配慮しま

す。一方、著しく高価である場合には、使用料等の均衡を図ると同時に、今後のサービス

全額税負担 
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の提供の在り方について再考するものとします。 

・近隣自治体と著しい格差が生じる場合には、一定の調整を行うことも可能とします。 

 

（３）市外利用者や営利目的利用者への対応 

・市民の税金を適切に使用する観点から、市外利用者や営利目的利用者の受益者負担額につ

いては、原則、受益者負担割合が 100％になる水準に設定し、適切な負担を求めることと

します。 

 

（４）利用時間帯及び曜日による使用料等の格差 

・原則、利用時間帯及び曜日による使用料等の格差は設けないこととしますが、それぞれの

施設における利用実態等を考慮し、設定できるものとします。 

 

（５）政策的料金の導入 

・使用料等や減免について政策的に決定する必要がある場合は、本指針にかかわらず設定で

きるものとします。 

※政策的料金とは、窓口利用時と機械利用時との間の料金格差など、市の政策上誘導す

べき事案がある場合です。減免は、市長の裁量による減免を認めるものですが、必要最

小限にとどめることが基本です。 

 

（６）経過措置の導入 

・無料施設について新たに料金を設定する場合は、基本的な考え方に基づき受益者負担額を

算出した結果の５０％減額とします。 

・経過措置期間は、定期的な検証と見直しに合わせ、３年とします。 

 

定期的な検証と見直し 

・受益者負担額の検証と見直しは、臨時的に必要なものを除き、概ね３年毎に実施します。 
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減免規定の見直し 

現状：減免に関する統一基準がなく、施設間の格差が生じている。 

目標：減免規定の整理。統一基準の設定。 

 

基本的な考え方 

減額・免除制度は、障がい者などの社会的弱者や教育の振興といった政策的配慮から

実施するものであり、受益と負担の公平性の観点から、減額などの軽減措置については

必要最小限度とする。 

（１） 使用料の共通基準 

 項目 減額・免除 考え方など 

１ 市（議会、行政委員会等を

含む。）が施設を使用する

場合。 

減額・免除しない（庁舎等

の使用料未設定施設や緊急

時を除く） 

収支を明確にするた

め減額・免除しない 

２ 施設の管理運営団体（指定

管理者など）が当該施設を

公共目的で使用する場合。 

免除できる 指定管理や直営施設

において主催講座等

を実施する場合 

３ 市が各種団体1等と共催で

事業等を実施・後援する場

合。 

減額・免除しない 共催や後援の事実の

みで減額・免除は行

わない 

４ 他の官公署の利用 減額・免除しない（相互利

用協定等を締結場合は除

く） 

国や県が使用する場

合の減額・免除は行

わない 

５ 公共的団体2等が利用する

場合 

減額・免除しない（民生委

員や児童委員、地区自治協

議会、地縁による団体等は

除く） 

地域社会の維持及び

形成に資する活動を

行うことを目的で利

用する場合は減額・

免除できる 

                                                   
1 社団法人、財団法人、社会福祉法人などです。 
2 自治会、町内会など町または字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて

形成された団体のことです。 
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６ 高齢者や障がい者、子どもなどを減額・免除の対象とすることができるものとし

ます。対象要件は次の区分を原則とします。 

区分 対象要件 

高齢者 ７５歳以上の市民 

障がい者 障害者手帳、精神障害者福祉手帳、療育手帳の交付を受けている

市民 

子ども 中学生以下の市民 
 

減額率の定義 

利用者と未利者間における負担の公平性を確保するうえで、利用者が負担する分と

公費で負担する分を等分することが最も理解を得やすいと考えられることから、減額

率は５０％とします。 

 

（２） 手数料の共通基準 

次の場合、手数料の全部または一部を免除できるものとします。 

① 国又は地方公共団体の機関がその本来の業務の遂行のために必要な事項につき証明

若しくは閲覧又は公簿等の謄本若しくは抄本の交付を求めた場合 

② 生活保護等公費をもつて援助を受けるものからの請求 

③ 天災地変に関し証明、謄本、抄本及び閲覧等を必要とする場合 

④ 法令の規定により手数料の負担が免除となっているもの 

 


